
審査基準
同種業務の発注者は「国又は地方公共団体等」とのことです
が、土地区画整理事業準備組合や業務代行予定者が発注の業
務も対象でしょうか。

国、地方公共団体の他、独立行政法人都市再生機構、地方住宅
供給公社を発注者として想定しています。

提供資料
過年度実施した基本調査（学研高山地区南エリア基本計画作
成等業務、学研高山地区南エリア区画整理事業調査等業務
等）の成果図書の閲覧は可能でしょうか。

現時点では閲覧することはできません。特記仕様書に記載のと
おり受注者に提供予定です。
なお、学研高山地区南エリアのまちづくりにつきましては、生
駒市のホームページ内「高山地区第２工区のまちづくり」の
ページ（以下URL）を参考にしてください。
https://www.city.ikoma.lg.jp/0000011055.html
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